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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　微細粒領域と粗大粒領域が調和的に配置された調和組織金属の製造材料として使用する
粉末状金属材料の表面処理方法において，
　作業空間内で噴射粉体を圧縮気体と共に噴射して被衝突物に衝突させると共に，前記作
業空間内を吸引して粉塵を除去，回収する集塵手段を備えたブラスト加工装置を使用し，
　平均粒径１０～２００μmの粉末状金属材料と，前記粉末状金属材料と同等以上の硬度
を有する媒体物質を，噴射速度１００～３００m/secで繰り返し衝突させるブラスト処理
を行うことにより，前記粉末状金属材料より表面酸化物を剥離すると共に，該粉末状金属
材料の表面付近に，中心部の結晶粒径に対し小さな結晶粒径を有する微細粒領域を形成す
ることを特徴とする，粉末状金属材料の表面処理方法。
【請求項２】
　前記ブラスト加工装置の前記集塵手段が，前記粉塵と前記噴射粉体とを分級するサイク
ロンを備えることを特徴とする請求項１記載の粉末状金属材料の表面処理方法。
【請求項３】
　前記ブラスト加工装置の前記集塵手段において，回収した粉塵を不燃性粉末と共に貯留
することを特徴とする請求項１又は２記載の粉末状金属材料の表面処理方法。
【請求項４】
　前記粉末状金属材料を前記噴射粉体と成すと共に，前記媒体物質を前記被衝突物として
前記ブラスト処理を行うことを特徴とする請求項１～３いずれか１項記載の粉末状金属材
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料の表面処理方法。
【請求項５】
　前記媒体物質を粉体として前記噴射粉体と成すと共に，前記粉末状金属材料を前記被衝
突物として前記ブラスト処理を行うことを特徴とする請求項１～３いずれか１項記載の粉
末状金属材料の表面処理方法。
【請求項６】
　前記媒体物質を前記粉末状金属材料と同一材質，及び同一の平均粒径を有する粉末状金
属材料とし，前記噴射粉体と前記被衝突物のいずれ共に，前記粉末状金属材料としたこと
を特徴とする請求項１～３いずれか１項記載の粉末状金属材料の表面処理方法。
【請求項７】
　前記媒体物質の材質が，前記粉末状金属材料と同等以上の硬度を有する金属，又は，前
記表面処理後の粉末状金属材料の硬度と同等以上の硬度を有するセラミックスであること
を特徴とする請求項１～５いずれか１項記載の粉末状金属材料の表面処理方法。

 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は粉末状金属材料の表面処理方法に関し，より詳細には，焼結等の粉末冶金や溶
射のように金属粉末を使用した金属製品の製造や被膜の形成を行う際の材料として使用す
る，粉末状金属材料の表面処理方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　粉末冶金の一種として，粉末状金属材料の集合体を融点よりも低い温度で加熱して固め
て焼結金属を得る「焼結」は，歯車等の各種機械部品の製造に広く利用されており，特に
，近年においては，３Ｄプリンタにおける造形材料として粉末状金属材料を使用すること
も提案され，レーザビームや電子ビームを所定のパターンで粉末状金属材料に照射して焼
結させることで，ＣＡＤ等の形状データから所望の３次元立体モデルを直接，金属材料に
よって成形できるようにすることも提案されており（非特許文献１），このようにして粉
末状金属材料の焼結によって製造された３次元立体モデルにあっては，従来の３Ｄプリン
タで製造されていた樹脂製のモデルとは異なり，模型や見本としての用途のみならず，こ
れを直接，機械等に組み込む部品として使用することも期待されている。
【０００３】
　しかし，粉末状金属材料を焼結して得られる焼結金属は，残留気孔が発生すること等に
起因して溶融成形を行った場合に比較して低密度，低強度となり易く，そのままでは機械
部品等として実用に耐え得ない場合も多い。
【０００４】
　そのため，このような低密度，低強度をもたらす残留気孔を除去する目的で，得られた
焼結金属を鍛造する「焼結鍛造」と呼ばれる処理も行われているが，前述したように，３
Ｄプリンタを使用した簡便な立体造形によって製造された部品に対し，更に焼結鍛造の処
理が必要であれば，簡便性の利点が失われる。
【０００５】
　前述した焼結鍛造のような事後的な処理とは異なり，焼結に使用する原料である粉末状
金属材料の組成や構造を工夫することで，焼結金属の高強度化を図る研究も進められてお
り，その中の１つとして，焼結を行う前の粉末状金属材料に対し，ボールミルによる攪拌
によるメカニカルミリング処理を施すことで，材料の内部構造を変化させることで高強度
の焼結金属が得られることの報告もされている（非特許文献２，３）。
【０００６】
　この方法では，図６（Ａ）に示すように所定の結晶構造を有する粉末状金属材料に対し
ボールミルによるメカニカルミリング処理を行って粉末状金属材料に集中的に超強加工を
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施すことで，図６（Ｂ）に示すように粉末状金属材料の表面付近には，結晶粒が微細化さ
れて形成されたシェル（Shell）と呼ばれる領域（以下，この領域を「微細粒領域」とい
う。）が生じることで，元々の結晶粒サイズを維持するコア（Core）と呼ばれる中心部の
領域（以下，この領域を「粗大粒領域」という。）と，この粗大粒領域を覆う前述の微細
粒領域とを備えた粉末状金属材料が得られる。
【０００７】
　そして，このようにして粗大粒領域と微細粒領域とが形成された粉末状金属材料を焼結
することで，得られた焼結金属は，図６（Ｃ）に示すように粉末状金属材料の微細粒領域
同士が連結して形成されたネットワーク状の組織と，この微細粒領域中に粗大粒領域とが
調和的に配置された，「調和組織」と呼ばれる構造を有する金属（本発明において，この
ような金属を「調和組織金属」という。）が得られ，このような調和組織金属では，メカ
ニカルミリング処理を行っていない通常の粉末状金属材料を使用して得られた均一等軸粒
組織の焼結金属と同等の延性を維持しつつ，強度の大幅な向上が得られることが報告され
ている（非特許文献２）。
【０００８】
　なお，以上の説明では，前掲の「調和組織金属」の製造方法を，「焼結」により行う場
合を例に挙げて説明したが，前述した微細粒領域を備えた粉末状金属材料は，これを「溶
射」によって基材の表面に金属被膜を形成する場合においても，形成された金属被膜を「
調和組織金属」と成し得る。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００９】
【非特許文献１】『特集２－３Ｄプリンタ|魅せた！編|「設計・製造ソリューション展」
レポート 樹脂，紙，金属など，造形材料が多様化』〔日経ＢＰ社発行「日経ものづくり
８月号」（発行日：2013年8月1日）第64～68頁〕
【非特許文献２】飴山 惠・関口 達也「調和組織制御による高強度・高延性を両立した革
新的構造用材料の創製」〔一般社団法人日本熱処理技術協会発行「熱処理 材料と表面の
改質 Vol.53 NO.1 2013」(発行日：平成25年2月28日)第1～2頁〕
【非特許文献３】「再生黄銅硬さ３倍 切削くず成形・焼結 日大が新技術 導電率改良し
実用へ」〔日刊工業新聞（2013年4月30日）〕
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　非特許文献２，３として紹介したように，事前にボールミルによる攪拌を行った粉末状
金属材料を使用して焼結を行う場合，焼結によって得られた焼結金属が「調和組織」とな
ることで，高延性と高強度との両立という，優れた特性を備えた金属が得られる。
【００１１】
　しかし，非特許文献２，３に記載されているように，ボールミルで粉末状金属材料の処
理を行う場合，処理効率が極めて悪く，一例として非特許文献２における処理時間は１０
０時間，非特許文献３における処理時間は３２時間となっている。
【００１２】
　また，ボールミルによる粉末状金属材料の処理は，粉塵爆発のおそれがあり，極めて危
険な作業である。
【００１３】
　すなわち，焼結等に使用する粉末状金属材料は，一般に粒径が１００μm前後と微細な
ものであるため，これをボールミル内に投入して空気の存在下で攪拌して摩擦力や衝撃力
を加え，また，攪拌の際の摩擦によって発生した静電気の放電が生じれば，粉塵爆発が起
こる。
【００１４】
　ここで，粉塵爆発は，酸素の存在，爆発下限濃度以上の粉塵の発生，及び，着火源の存
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在という３要素が揃ったときに発生することから，粉塵爆発の発生を防止しようとした場
合，これらの条件の１つ以上を取り除くことが必要となるが，粉末状金属材料に超強加工
を施すために，内部で摩擦力，衝撃力を発生させるボールミルから，着火源となり得る摩
擦や衝撃の発生を取り除くことは不可能である。
【００１５】
　そのため，粉塵爆発を防止しようとした場合，ボールミルの内部を不活性ガスで満たす
等して酸素を排除した状態で作業を行うか，粉末状金属材料の投入量を爆発下限濃度未満
となるように調整するか，あるいはその双方の実施が必要となる。
【００１６】
　しかし，ボールミル内部を不活性ガスで満たした状態で処理を行えば，製造コストが大
幅に上昇することとなり，また，粉末状金属〔200メッシュ（目開74μm）全通〕の爆発下
限濃度は，アルミニウムで３５g/m3，チタンで４５g/m3，鉄で１２０g/m3〔「アーク溶接
作業の安全性と衛生（第３回）」一般社団法人日本溶接協会 WE-COMマガジン第６号（201
2年10月発行）より抜粋〕であることを考えれば，爆発下限濃度以下で攪拌を行おうとす
れば，極めて少量ずつしか処理できず，研究室による実験レベルでの少量生産であれば処
理可能であるとしても，商業ベースに乗るような大量の粉末状金属材料をボールミルで処
理することは不可能である。
【００１７】
また，前述したボールミルによる処理を，粉末状金属材料の処理に適用できたとしても，
この方法で処理された粉末状金属材料中には，粉末状金属材料の表面より剥離した酸化ス
ケール等の表面酸化物が混在し，この酸化物が，焼結時に粉末状金属材料同士の結合の妨
げとなり，高強度化を阻害する。
【００１８】
　すなわち，焼結や溶射に使用する粉末状金属材料は，一般的にアトマイズ法によって製
造されるが，このアトマイズ法では，溶融金属を噴霧・飛散して微粒化し，これを瞬時に
急冷・凝固して粉末状金属材料を製造するものであるため，粉末状金属材料の表面には酸
化スケールが付着する。
【００１９】
　また，アトマイズ法以外の方法で製造された粉末状金属材料についても，程度の差はあ
るが空気中の酸素との接触によって表面酸化物である酸化膜が形成される。
【００２０】
　このような酸化スケール等の表面酸化物は，ボールミルにおける攪拌時に受ける摩擦や
衝撃によって粉末状金属材料の表面より剥離されたとしても，ボールミルの構造上，この
ようにして剥離した酸化物は，剥離後も取り除かれることなく粉末状金属材料中に混在す
る。
【００２１】
　しかも，剥離された酸化物は，粉末状金属材料と共にその後もボールミル内で攪拌され
るため，剥離した酸化物の一部は，攪拌による摩擦や衝撃によって粉末状金属材料の表面
に押し付けられて，埋め込まれる等して再付着する。
【００２２】
そのため，ボールミルで処理した粉末状金属材料をそのまま取り出して焼結に使用する場
合，粉末状金属材料中に混在する酸化物の存在により強度の向上が抑制される。
【００２３】
　一方，粉末状金属材料中に混在する酸化物を除去するために，ボールミルによる処理後
の粉末状金属材料を例えば風力選別等にかけることも考えられるが，この方法では，ボー
ルミルによる処理に加え，更に酸化物を除去するための一工程を別途設けることが必要と
なり，生産性はより一層低下する。
【００２４】
　しかも，この方法では，粉末状金属材料中に混在している酸化物についてはある程度除
去できたとしても，粉末状金属材料の表面に再付着した酸化物を分離，除去することはで
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きない。
【００２５】
　そのため，このような表面酸化膜についても除去できる方法で粉末状金属材料の表面処
理を行うことができれば，得られる調和組織金属のより一層の高強度化が期待できる。
【００２６】
　そこで本発明は，上記従来技術における欠点を解消するためになされたもので，焼結等
の粉末冶金や溶射等の方法によって調和組織を備えた金属製品や金属被膜を得る際の材料
として使用する粉末状金属材料の表面に，前述した微細粒領域を形成する処理を，粉塵爆
発の心配がなく，表面からの酸化物の剥離や，剥離した後の酸化物の除去を容易かつ，確
実に行うことができると共に，比較的短時間で効率的に行うことができる粉末状金属材料
の表面処理方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２７】
　上記課題を達成するために，本発明の粉末状金属材料の表面処理方法は，
　微細粒領域と粗大粒領域が調和的に配置された調和組織金属の製造材料として使用する
粉末状金属材料の表面処理方法において，
　作業空間内で噴射粉体を圧縮気体と共に噴射して被衝突物に衝突させると共に，前記作
業空間内を吸引して粉塵を除去，回収する集塵手段を備えたブラスト加工装置を使用し，
平均粒径１０～２００μmの粉末状金属材料と，前記粉末状金属材料と同等以上の硬度を
有する媒体物質を，噴射速度１００～３００m/secで繰り返し衝突させるブラスト処理を
行うことにより，前記粉末状金属材料より表面酸化物を剥離すると共に，該粉末状金属材
料の表面付近に，中心部の結晶粒径に対し小さな結晶粒径を有する微細粒領域を形成する
ことを特徴とする（請求項１）。
 
【００２８】
　前述のブラスト処理に使用する前記ブラスト加工装置としては，前記集塵手段が，前記
粉塵と前記噴射粉体とを分級するサイクロンを備えたものを使用する（請求項２）。
【００２９】
　更に，前述のブラスト加工装置において，前記集塵手段において，回収した粉塵を例え
ば炭酸カルシウム等の不燃性粉末と共に貯留する（請求項３）。
【００３０】
　上記構成の粉末状金属材料の表面処理方法において，前述のブラスト処理は，
　前記粉末状金属材料を前記噴射粉体と成すと共に，前記媒体物質を前記被衝突物として
行っても良く（請求項４），
　前記媒体物質を粉体として前記噴射粉体と成すと共に，前記粉末状金属材料を前記被衝
突物として行うものとしても良く（請求項５），
　更には，前記媒体物質を前記粉末状金属材料と同一材質，及び同一の平均粒径を有する
粉末状金属材料とし，前記噴射粉体と前記被衝突物のいずれ共に，前記粉末状金属材料と
して行うものとしても良い（請求項６）。
【００３１】
　なお，前記媒体物質の材質は，前記粉末状金属材料と同等以上の硬度を有する金属，又
は，前記表面処理後の粉末状金属材料の硬度と同等以上の硬度を有するセラミックスとし
ても良い（請求項７）。
【発明の効果】
【００３２】
　以上で説明した本発明の構成により，本発明の粉体状金属材料の表面処理方法によれば
，以下の顕著な効果を得ることができた。
【００３３】
　平均粒径１０～２００μmの粉末状金属材料と，前記粉末状金属材料と同等以上の硬度
を有する媒体物質を，噴射速度１００～３００m/secで繰り返し衝突させるブラスト処理
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を行うことで，粉末状金属材料の表面酸化物が除去されると共に，衝突時時に表面付近で
生じる急速な温度上昇と冷却が繰り返されることで，粉末状金属材料の表面付近の結晶粒
が微細化されることで，中心部の結晶粒径に対し小さな結晶粒径を有する微細粒領域が表
面付近に形成された粉体状金属材料を，ブラスト加工という比較的簡単な方法で容易に，
且つ，短時間で大量に処理することができた。
【００３４】
　しかも，前述したブラスト加工を，集塵機能付きのブラスト加工装置によって行うこと
で，粉塵爆発の危険を回避しつつ，量産が可能になると共に，粉末状金属材料の表面より
剥離した酸化スケール等の表面酸化物を，作業空間内の吸引によって粉塵として除去，回
収されることで，後工程において別途，表面酸化物を除去する工程を設けることなく，表
面酸化物の混入が無い粉末状金属材料を得ることかできた。
【００３５】
特に，ブラスト処理に集塵手段として前記粉塵と前記噴射粉体とを分級するサイクロンを
備えたものを使用する場合には，粉末状金属粉体と剥離した表面酸化物とが混在した状態
で回収された場合にあっても，この中から表面酸化物を粉塵と共に噴射粉体から分級して
回収することができ，より高精度に表面酸化物が除去された粉末状金属材料を得ることが
できた。
【００３６】
　更に，前述のブラスト加工装置の集塵手段において，除去した粉塵を炭酸カルシウム等
の不燃性粉末と共に貯留する場合には，加工室のみならず，集塵機内における粉塵爆発の
危険についても低減することができた。
【００３７】
　このブラスト加工は，粉末状金属材料を噴射粉体とし媒体物質に対し噴射，衝突させる
ものとしても良く，又は，媒体物質を噴射粉体として粉体状金属材料に対し噴射，衝突さ
せるものとしても良いが，噴射粉体と被衝突物の双方を同一の平均粒径，同一の材質から
成る粉末状金属材料として，粉末状金属材料に対し，粉末状金属材料を噴射，衝突させる
構成とした場合には，噴射粉体とした粉末状金属粉体，及び，被衝突物とした粉末状金属
粉体の双方に対し表面処理が同時に行われることとなるために，処理量を倍増させること
ができた。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】本発明の表面処理方法に使用するブラスト加工装置の概略説明図であり，（Ａ）
は重力式，（Ｂ）は直圧式。
【図２】未処理のステンレス粉末（ＳＵＳ３０４相当品）のＸ線回析結果を示すグラフ。
【図３】実施例１の方法で処理したステンレス粉末（ＳＵＳ３０４相当品）のＸ線回析結
果を示すグラフ。
【図４】未処理の粉末高速度工具鋼（ＳＫＨ相当品）のＸ線回析結果を示すグラフ。
【図５】実施例２の方法で処理した粉末高速度工具鋼（ＳＫＨ相当品）のＸ線回析結果を
示すグラフ。
【図６】調和組織の生成を説明した説明図であり（Ａ）は未処理の粉末状金属材料，（Ｂ
）はボールミルによる処理後の粉末状金属材料，（Ｃ）は（Ｂ）の粉末状金属材料を焼結
して得られる調和組織金属の模式図。
【発明を実施するための形態】
【００３９】
　次に，本発明の実施形態につき添付図面を参照しながら以下説明する
【００４０】
〔全体構成〕
　本発明は，既知のブラスト加工装置を使用して，処理対象とする粉末状金属材料と，前
記粉末状金属材料と衝突される媒体物質とを，所定の噴射速度で繰り返し衝突させるブラ
スト処理を行うことで，粉末状金属材料の表面より焼結や溶射に際し強度向上を阻害する
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酸化スケール等の表面酸化物を除去すると共に，該粉末状金属材料の表面付近に，中心部
の結晶粒径に対し小さな結晶粒径を有する微細粒領域を形成しようというものである。
【００４１】
　このようにして，中心部に結晶粒径の比較的大きな粗大粒領域が，表面付近に粗大粒領
域に対し結晶粒径の小さな微細粒領域が形成された粉末状金属材料を使用して焼結等の粉
末冶金等の方法で得られた金属製品，あるいは溶射によって製造された金属被膜は，微細
粒領域同士が結合してできた微細粒組織のネットワーク中に，粗大粒領域が調和的に配置
された結晶構造〔図６（Ｃ）参照〕を有し，高延性と高強度の両立という優れた特性を有
する調和組織金属となる。
【００４２】
〔粉末状金属材料〕
　本発明で処理対象とする粉末状金属材料は，焼結等の粉末冶金や溶射の際の材料として
使用される平均粒径は１０～２００μmの粉体状金属であり，粉末冶金や溶射に適用可能
な材質のものであれば各種材質のものを使用することができ，純金属，合金のいずれによ
り構成されるものであっても良い。
【００４３】
　一例として，粉末冶金に一般的に使用される金属としては，鉄系，銅系，ステンレス系
，チタン系，タングステン系の金属を挙げることができ，また，溶射に使用されている金
属としては，亜鉛，アルミ，銅等が一般的であるが，本発明では，これらのいずれも粉末
状金属材料の材質に含めることができる。
【００４４】
　使用する粉末状金属材料は，各種方法で製造されたものを使用することができ，粉末冶
金や溶射において一般的に使用される粉末状金属材料の製造方法であるアトマイズ法に代
表される噴霧法の他，機械的な破砕，電解析出等の既知の各種の方法により製造されたも
のを使用することができる。
【００４５】
　粉体の形状は球状であって良いが，これに限定されず各種形状のものが使用できる。
【００４６】
　なお，処理前における粉末状金属材料の結晶粒径は，そのまま，前述した粗大粒領域の
結晶粒径となるので，粗大粒領域の結晶粒径を所定の範囲内のものとする場合，対応する
結晶粒径の粉末状金属材料を選択する。特に限定されるものではないが，粗大粒領域の平
均結晶粒径は，一例として数μm～数十μmである。
【００４７】
〔媒体物質〕
　前述した粉末状金属材料と衝突する媒体物質としては，粉末状金属材料と同等以上の硬
度を有するものであれば各種のものを使用することができ，金属製のもののみならず，セ
ラミック製のものを使用することもできる。
【００４８】
　なお，加工硬化しないセラミックス製の媒体物質を使用する場合，好ましくは，本発明
の表面処理を行った後の粉末状金属材料の硬度と同等以上の硬度を有するセラミックスを
使用して，粉末状金属材料が加工硬化した後においても同等以上の硬度が維持されるよう
にする。
【００４９】
　また媒体物質自体を前述の粉末状金属材料によって構成することで，粉末状金属材料同
士の衝突によって，双方の粉末状金属材料に前述した超微細粒組織を形成するものとして
も良い。
【００５０】
　媒体物質の形状は，媒体物質側を噴射粉体として使用する場合にはこれを粉体として構
成する必要があるが，前述した粉末状金属材料を噴射粉体として処理を行う場合，媒体物
質は粉体とする必要はなく，例えば板体等の形態として構成するものとしても良い。
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【００５１】
〔ブラスト加工方法及びブラスト加工装置〕
　以上で説明した粉末状金属材料と媒体物質の衝突は，ブラスト加工装置を使用したブラ
スト加工によって行う。
【００５２】
　このブラスト加工としては，前述したように，粉末状金属材料を噴射粉体とし，これを
，媒体物質に向けて噴射し，衝突させるものとしても良く，これとは逆に，粉体状の媒体
物質を準備してこれを噴射粉体として粉末状金属材料に噴射，衝突させるものとしても良
く，更には，噴射粉体，被衝突物の双方共に，同一の平均粒子径，同一の材質から成る粉
末状金属材料によって構成し，粉末状金属材料同士を衝突させるものとしても良い。
【００５３】
　使用するブラスト加工装置１としては，加工室となるキャビネット２１と，このキャビ
ネット２１内を吸引して集塵する集塵機能付きのブラスト加工装置であれば，既知の各種
の構成のものを使用することができ，直圧式，重力式のいずれのブラスト加工装置を使用
しても良い。
【００５４】
　本発明の表面処理に使用する重力式のブラスト加工装置１の構成例を図１（Ａ）に，直
圧式の構成例を図１（Ｂ）にそれぞれ示す。
【００５５】
　以下に，これらのブラスト加工装置１を使用して，噴射粉体，及び被衝突物の双方共に
，同一材質，同一平均粒子径の粉末状金属材料を使用して本発明の表面処理を行う例につ
いて説明するが，本発明の表面処理方法に使用するブラスト加工装置１は，図示の構成の
ものに限定されない。
【００５６】
　図１（Ａ），（Ｂ）に示すブラスト加工装置１は，噴射ノズル２２及び被加工物を収容
してブラスト加工が行われる加工室となるキャビネット２１，このキャビネット２１内を
吸引する集塵機３８を備えており，この集塵機３８とキャビネット２１間に，サイクロン
型の回収タンク２３を設けることで，キャビネット２１内を吸引して回収された，粉塵と
混在した状態にある粉末状金属材料を回収タンク２３内に回収すると共に，サイクロン型
の回収タンク２３において粉末状金属材料から分離された粉塵を，集塵機３８において回
収することができるようになっている。
【００５７】
　そして，このようにして回収タンク２３内に回収された粉末状金属材料は，再度，キャ
ビネット２１内の噴射ノズル２２より噴射することができるように構成されている。
【００５８】
　前述のキャビネット２１の内部であって，噴射ノズル２２の先端が向けられた先には，
噴射粉体の噴射中回転する，上向きに開口した収容容器であるバレルカゴ２４が設けられ
ており，この中に，被衝突物となる粉末状金属材料を投入することができるようになって
いる。
【００５９】
　図１（Ａ）に示した例では，このバレルカゴ２４を多数の小孔が形成された金網状のも
のとして示しているが，図示の例に限定されず，このような小孔を備えない構成のものと
しても良い。
【００６０】
　以上のように構成されたブラスト加工装置１を使用した処理を行うに先立ち，回収タン
ク２３内に粉末状金属材料を投入すると共に，加工室内に設けられたバレルカゴ２４内に
も粉末状金属材料を投入し，この状態でバレルカゴ２４を回転させながら，噴射ノズル２
２より噴射速度１００～３００m/secで粉末状金属材料の噴射を開始すると，噴射ノズル
２２から噴射された粉末状金属材料は回転するバレルカゴ２４内の粉末状金属材料に衝突
する。
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【００６１】
　噴射圧力は，非鉄系の粉末状金属材料の処理にあっては１００m/sec以上で良いが，鉄
系の粉末状金属材料の処理にあっては１５０m/sec以上とすることが好ましい。
【００６２】
　このようにして，粉末状金属材料の噴射を行うことで，バレルカゴ２４内の粉末状金属
材料と噴射ノズル２２から噴射された粉末状金属材料のそれぞれは，相互に衝突時のエネ
ルギを受けて粉末状金属材料の表面に形成されていた酸化スケール等の表面酸化物が剥離
され，また，衝突部分における表面が急激に温度上昇すると共に冷却されることで，衝突
部分表面の結晶粒が微細化され，粉末状金属材料の表面付近に，中央部分の結晶粒に対し
小径の結晶粒が形成された微細粒領域が形成される。
【００６３】
　粉末状金属材料の微細化は，処理対象とする粉末状金属材料が１００μm未満である場
合，粉末状金属材料の表面に粒径に対し最大で２０％程度の深さで形成され，処理対象と
する粉末状金属材料が１００μm以上である場合には粒径に対し最大で１０％程度の深さ
で形成されることが経験的に確認されていることから，平均粒径１０～２００μmの粉末
状金属材料を処理対象とする本発明の表面処理方法では，処理対象とする粉末状金属材料
の粒径に応じて最大で表面から２～２０μmの範囲に前述した微細粒領域が形成される。
【００６４】
　噴射ノズル２２から噴射された粉末状金属材料は，バレルカゴ２４内の粉末状金属材料
と衝突した後，バレルカゴ２４外に弾き出されたものを除きバレルカゴ２４内に溜まり，
バレルカゴ２４の回転に伴って元々バレルカゴ２４内に存在していた粉末状金属材料と共
に撹拌される。
【００６５】
　そのため，噴射ノズル２２から粉末状金属材料の噴射を継続すると，バレルカゴ２４内
の粉末状金属材料が増えてバレルカゴ２４から溢れて，キャビネット２１の底部へ落下す
る。
【００６６】
　キャビネット２１の底部は，逆台形状のホッパとして形成されていると共に，ホッパの
下端は排風路３３，回収タンク２３を介して集塵機３８に連通されているため，集塵機３
８に設けられた排風器３９によってキャビネット２１内を吸引すると，落下した粉末状金
属材料や粉塵がキャビネット２１内の空気と共に吸引されてサイクロン型の回収タンク２
３内へ送給され，この回収タンク２３で粉塵と粉末状金属材料が分級され，粉末状金属材
料は回収タンク２３内の下方へ回収される。
【００６７】
　粉末状金属材料の表面に生じている酸化スケール等の表面酸化物は，粉末状金属材料に
比較して高硬度で脆いため，粉末状金属材料同士の衝突による衝撃によって剥離される際
に細かく破砕されるために，回収タンク２３内には回収されず，粉塵として回収タンク２
３の上部に連結する管３２を介して集塵機３８へ送られ，集塵機３８内の下方へ集積され
，清浄な空気が排風器３９より外気中へ排出される。
【００６８】
　このようにして，キャビネット２１内に形成された加工室内は，常に吸引が行われ空気
中を浮遊する粉塵や粉末状金属材料が除去されて爆発下限濃度以下に抑えられていること
から，本実施形態では粉末状金属材料である噴射粉体の噴射，衝突，摩擦による発熱や静
電気の発生によってもキャビネット内で粉塵爆発が発生する恐れはない。
【００６９】
　一方，サイクロン型の回収タンク２３で分級されて集塵機３８へ回収された粉塵は，集
塵機３８内における空気中の可燃性粉塵の濃度が爆発下限濃度以下となるように，不燃性
の粉末，例えば炭酸カルシウムの粉末と共に集塵機３８内に収容されることで，集塵機３
８内における粉塵爆発の危険性も回避されている。
【００７０】
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　そして，前記回収タンク２３内に回収された粉末状金属材料は，再び噴射ノズル２２よ
りバレルカゴ２４内の粉末状金属材料に向けて噴射され，前述の工程が繰り返されること
により，いずれの粉末状金属材料の表面からも酸化スケール等の表面酸化物が除去される
と共に，表面付近の全体を覆うように微細粒領域が形成される。
【００７１】
　以上のようにして，表面付近に微細粒領域が形成された粉末状金属材料は，これを焼結
等の粉末冶金の材料として使用し，あるいは，溶射等の金属膜の形成に使用すると，得ら
れた焼結金属や金属被膜では，微細粒領域の部分が相互に連結して形成された微細粒組織
のネットワーク中に，粗大粒領域が調和的に配置された調和組織金属が得られる。このよ
うな調和組織金属にあっては，高い延性と高強度の両立という，優れた特性が得られる。
【００７２】
　特に，本発明の方法で処理された粉末状金属材料にあっては，焼結や溶着時における強
度低下の原因となる酸化スケール等の表面酸化物についても好適に除去することができる
ことから，得られた焼結金属や金属被膜のより一層の高強度化を図ることができる。
【００７３】
　なお，以上の説明では，噴射粉体及び被衝突物のいずれ共に粉末状金属材料と成すと共
に，キャビネット２１内に設けられたバレルカゴ２４内で噴射粉体と被衝突物の衝突を行
わせる構成について説明したが，例えば，前述のバレルカゴ２４に代えてキャビネット２
１内に噴射粉体と同等以上の硬度を有する材質で形成された板体を媒体物質として収容し
，この板体に対し粉末状金属材料を噴射粉体として噴射，衝突させることにより本発明の
表面処理を行うものとしても良い。
【００７４】
　また，前述したバレルカゴ２４を備えたブラスト加工装置１を使用し，粉体状の媒体物
質を噴射粉体とし，バレルカゴ２４内に投入された粉末状金属材料に対し噴射粉体である
媒体物質を噴射するものとしても良く，この場合には処理後に粉末状金属材料と媒体物質
とを分級してそれぞれを回収する。
【実施例】
【００７５】
　以下に，本発明の表面処理方法を，各種材質の粉末状金属材料に対し適用した実施例に
ついて説明する。
【００７６】
〔実施例１〕
　粉末状金属材料として，ステンレスの粉末（ＳＵＳ３０４相当品：♯８０）に対し，本
発明の表面処理方法を実施した。処理条件を下記の表１に示す。
【００７７】
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【表１】

【００７８】
　ブラスト加工装置の加工室内に設けたバレルカゴに１０kg，回収タンクに２０kgのステ
ンレス粉末を投入し，上記表１に示す条件で，回収タンク内のステンレス粉末を，噴射ノ
ズルよりバレルカゴ内に向かって噴射する処理を３時間継続して行った。
【００７９】
　上記処理の結果，処理後のステンレス粉末は，酸化スケールが除去されて表面がきれい
になっていたと共に，処理前において２５０～３５０HVであったステンレス粉末の硬度が
，処理後では４５０～５５０HV迄上昇しており，このことから表面付近の結晶粒が微細化
していることが予測される。
【００８０】
　また，シェラー(Scherrer, 1918）の式よりＸ線解析ピークの線幅の増大から，結晶粒
径の微細化を評価することができるところ，未処理のステンレス粉末のＸ線解析結果（図
２参照）に対し，本願による処理後のＸ線解析結果（図３）ではピークの線幅が大幅に増
大しており，前述した粉末状金属材料の硬度が上昇していることと共に，Ｘ線回析結果か
らも表面における結晶粒径の微細化が確認された。
【００８１】
〔実施例２〕
　粉末状金属材料として，粉末高速度工具鋼（ＳＫＨ相当品：♯１５０）に対し，本発明
の表面処理方法を実施した。処理条件を下記の表２に示す。
【００８２】
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【表２】

【００８３】
　ブラスト加工装置の加工室内に設けたバレルカゴに１０kg，回収タンクに１０kgの粉末
高速度工具鋼を投入し，上記表２に示す条件で，回収タンク内の粉末高速度工具鋼を，噴
射ノズルよりバレルカゴ内に向かって噴射する処理を５時間継続して行った。
【００８４】
　その結果，処理前において６５０～７５０HVであった粉末高速度工具鋼の硬度が，処理
後では９００～１０００HV迄上昇した。
【００８５】
　また，処理後の粉末高速度工具鋼は，酸化スケールが除去されて表面がきれいになって
いると共に，Ｘ線回析結果より，未処理のもの（図４参照）に対し，Ｘ線解析ピークの線
幅が増大しており（図５参照），本発明の方法による処理により表面組織が微細化されて
いることが確認できた（図４，５参照）。
【００８６】
〔実施例３〕
　粉末状金属材料として，機械構造用合金鋼の粉末（ＳＣＭ相当品：♯１５０）に対し，
本発明の表面処理方法を実施した。処理条件を下記の表３に示す。
【００８７】
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【表３】

【００８８】
　ブラスト加工装置の加工室内に設けたバレルカゴに１０kg，回収タンクに１０kgの機械
構造用合金鋼の粉末を投入し，上記表３に示す条件で，回収タンク内の機械構造用合金鋼
の粉末を，噴射ノズルよりバレルカゴ内に向かって噴射する処理を５時間継続して行った
。
【００８９】
　その結果，処理前において１５０～２００HVであった機械構造用合金鋼の粉末の硬度が
，処理後では３００～３５０HV迄上昇した。
【００９０】
　また，処理後の機械構造用合金鋼の粉末は，酸化スケールが除去されて表面がきれいに
なっていると共に，前述した硬度の上昇より，表面に微細化した組織が形成されているも
のと考えられる。
【００９１】
〔実施例４〕
　粉末状金属材料として，銅合金の粉末（♯１５０）に対し，本発明の表面処理方法を実
施した。処理条件を下記の表４に示す。
【００９２】
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【表４】

【００９３】
　回収タンクに２０kgの銅合金粉末を投入し，加工室内に配置されたＳＫＤ１１製の板（
φ４００mm，厚さ２０mm）の中心から１００mm芯をずらした位置に向けて，回収タンク内
の銅合金粉末を，噴射ノズルより噴射する処理を７時間継続して行った。
【００９４】
　その結果，処理前において１６０～２００HVであった銅合金粉末の硬度が，処理後では
２２０～２６０HV迄上昇した。
【００９５】
　また，処理後の銅合金粉末では，酸化スケールが除去されて表面がきれいになっている
と共に，前述した硬度の上昇より，表面に微細化した組織が形成されているものと考えら
れる。
【００９６】
〔実施例５〕
　粉末状金属材料として，アルミニウム合金の粉末（ＡＣ８Ａ：♯８０）に対し，本発明
の表面処理方法を実施した。処理条件を下記の表５に示す。
【００９７】
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【表５】

【００９８】
　直径１mmの孔が多数形成されたバレルカゴを加工室内に設け，このバレルカゴ内にアル
ミニウム合金（ＡＣ８Ａ）の粉末を１０kg投入すると共に，回収タンク内に投入したハイ
ス鋼製のショットをバレルカゴ内に向けて噴射する処理を７時間継続して行った。
【００９９】
　上記処理の結果，処理前において１２０～１４０HVであったアルミニウム合金の粉末の
硬度が，処理後では２００～２５０HV迄上昇した。
【０１００】
　また，処理後のアルミニウム合金の粉末は，酸化スケールが除去されて表面がきれいに
なっていると共に，前述した硬度の上昇より，媒体物質であるハイス鋼の成分がアルミニ
ウム合金の粉末の表面に拡散浸透すると共に表面に微細化した組織が形成されているもの
と考えられる。
【０１０１】
〔焼結試験結果〕
　以上，実施例１～５として説明した本発明の表面処理方法で処理を行った粉末状金属材
料を使用して放電プラズマ焼結を行った。
【０１０２】
　その結果，実施例１～５のいずれの粉末状金属材料を焼結して得た焼結金属においても
，微細粒領域が相互に連結して形成されたネットワーク中に，粗大粒組織が調和的に配置
された「調和組織」を有しており，本発明の表面処理方法が，調和組織金属の製造に使用
する粉末状金属材料を簡易且つ大量に，しかも安全に処理することができる表面処理方法
であることが確認された。
【符号の説明】
【０１０３】
１　ブラスト加工装置
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２１　キャビネット
２２　噴射ノズル
２３　回収タンク（サイクロン型）
２４　バレルカゴ
３２　管
３３　排風路
３８　集塵機
３９　排風器

【図１】 【図２】

【図３】
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